
特定労務管理対象機関の指定について

令和５年度 第３回 福井県医療審議会
資料３

令和６年３月２５日（月）１９時～



医師の働き方改革 制度の概要 令和5年5月24日

厚生労働省 資料

1
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特定地域医療提供機関（B水準）の指定要件

市立敦賀病院 令和６年２月２９日付け病総第９６７号で特定地域医療提供機関（Ｂ水準）の指定申請

対象医療機関

指定要件

項 目 具体的な要件 根拠法令

① 医療計画等との

整合性

• 医療計画上、二次救急医療機関として位置付けられている病院で、かつ、年間の救急車の

受入件数が1,000件以上であること。（厚労省告示）

• 地域の医療提体制の確保の観点から必要と考えられる医療機能に係る業務であり、年960

時間を超える時間外・休日労働が必要であると認められること。

• 法113条1項1号

• 規則80条1号

② 労働時間短縮計画

• 当該病院または診療所に勤務する医師その他関係者の意見を聴いて作成されたものである

こと。

• 次に掲げる事項が全て記載されていること。

（ア） 当該病院または診療所に勤務する医師の労働時間の状況

（イ） 当該病院または診療所に勤務する労働が長時間にわたる医師の労働時間の短縮に係る目標

（ウ） 当該病院または診療所に勤務する医師の労務管理および健康管理に関する事項

（エ） その他医師の労働時間の短縮に関する事項

• 法113条2項、

法113条3項1号

• 規則82条1項

③ 追加的健康確保

措置の実施体制

• 法108条1項による面接指導ならびに法123条1項本文による勤務間インターバルおよび同2

項後段による代償休息の確保を行うことができる体制が整備されていること。
• 法113条3項2号

④ 労働法規違反の

有無

• 労働法規（労働基準法、最低賃金法のうち法施行令第14条で定めるもの）の違反に関し、刑

事訴訟法の規定による送致等が行われ、その旨が公表が行われたものであって、指定申請

時に送致等から１年を経過していないこと。

• 法113条3項3号

• 令14条

• 規則82条2項

⑤ 第三者機関による

評価結果
• 医療機関勤務環境評価センター（第三者機関）から送付される評価結果を踏まえること。 • 法113条4項

（略称） 改正医療法＝法、同施行令＝令、同施行規則＝規則
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要件を踏まえた具体的な検討
項 目 具体的な要件 適否 理由・意見等

① 医療計画等

との整合性

• 医療計画上、二次救急医療機関として位置付けられ

ている病院で、かつ、年間の救急車の受入件数が

1,000件以上であること。（厚労省告示）

• 地域の医療提体制の確保の観点から必要と考えら

れる医療機能に係る業務であり、年960時間を超える

時間外・休日労働が必要であると認められること。

適

• 嶺南（二州）地域の二次救急医療機関として、夜間・休日の

患者受入れに対応。年間（R5）の救急車受入件数は、2,211

件であり、そのうち夜間・休日等の時間外受入は、1,639件

で全体の約4分の3を占める状況

• 上記の受入体制を維持するため、約30名の医師が毎日2人

体制で夜間宿直に従事、月30～45時間/人の時間外勤務

加えて、ウォークインを含む時間外受診は8,215名となって

おり、時間外勤務（オンコール等）による対応が必要な状況

• これらのことから、とりわけ救急ニーズが高い外科、整形外

科、内科、循環器内科および消化器内科の5診療科の医師

において、年960時間を超える時間外・休日労働が必要

② 労働時間

短縮計画

• 当該病院または診療所に勤務する医師その他関係

者の意見を聴いて作成されたものであること。

• 次に掲げる事項が全て記載されていること。

（ア） 当該病院または診療所に勤務する医師の労働

時間の状況

（イ） 当該病院または診療所に勤務する労働が長時

間にわたる医師の労働時間の短縮に係る目標

（ウ） 当該病院または診療所に勤務する医師の労務

管理および健康管理に関する事項

（エ） その他医師の労働時間の短縮に関する事項

適

• 医師のほか多職種が参画する「働き方改革委員会」を組織

し、毎月の定例会で議論を行った。さらに、当委員会を3つ

のWG（宿日直許可、自己研さん、タスクシフト・タスクシェア）

に分け、テーマ別に議論を深め、本計画に反映

• （ア）について、対象診療科別に実績を記載

• （イ）について、対象診療科別にR6年度および計画終了年

度（R8年度）の目標時間数を記載

• （ウ）について、システム改修を行い、所属長と医師本人が

労働時間を確認できるようにするとともに、安全衛生委員会

を毎月開催し、時間外労働の状況を管理する旨記載

• （エ）について、特定行為研修済看護師や医師事務作業補

助者の配置等によるタスクシフト・タスクシェアの推進を記載 5



要件を踏まえた具体的な検討
項 目 具体的な要件 適否 理由・意見等

③ 追加的健康

確保措置の

実施体制

• 法108条1項による面接指導ならびに法123条1項本

文による勤務間インターバルおよび同2項後段によ

る代償休息の確保を行うことができる体制が整備さ

れていること。
適

• 長時間労働医師に対する面接指導ならびに勤務間インター

バルの確保および代償休息の付与については、職員就業規

程の改正により根拠規定を創設するとともに、マニュアルの

策定やシミュレーションを通じて、実施に向け必要な体制を整

備

④ 労働法規

違反の有無

• 労働法規（労働基準法、最低賃金法のうち法施行令

第14条で定めるもの）の違反に関し、刑事訴訟法の

規定による送致等が行われ、その旨が公表が行わ

れたものであって、指定申請時に送致等から１年を

経過していないこと。

適

• 左記事実がない旨の誓約書を確認

⑤ 第三者機関

による評価

結果

• 医療機関勤務環境評価センター（第三者機関）から

送付される評価結果を踏まえること。
適

• 「医師の労働時間短縮に向けた医療機関内の取組に改善の

必要があるが、医師労働時間短縮計画案から今後の取組の

改善が見込まれる。」旨の全体評価

○ 市立敦賀病院は、嶺南とりわけ二州地域における救急医療体制を担い、夜間等の時間外における救急車受入件数は全体の約４分の３を占め
るなど、地域の医療提供体制確保の観点上、重要な役割を果たしている。このため、地域住民から救急ニーズが高い外科、整形外科、内科、循
環器内科および消化器内科の５診療科の医師は、年960時間を超える時間外労働が生じることはやむを得ない。（要件①）

○ 年960時間を超える時間外労働を行う必要があるとしても、法定の要件を満たす労働時間短縮計画の策定（要件②）、追加的健康確保措置の
実施体制（要件③）、労働法規違反の事実がないこと（要件④）をそれぞれ確認するとともに、第三者機関による評価も適正（要件⑤）

○ 以上のことから、県としては法113条１項に基づき、市立敦賀病院を特定地域医療提供機関（B水準）として指定を行うこととしたい。

県としての見解（案）
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